
ＪＡグループ鹿児島が取り組む主要施策

Ⅰ．日本の食を支える活力ある農業づくり 

● 主要施策１
ＪＡグループ全体の事業改革を通じた収入拡大対策とコスト抑制対策を強化し、農家組
合員が意欲を持って農業ができるよう農家所得の増大に全力で取り組みます。

【収入拡大対策】 

○ 首都圏へのアンテナショップの設置・販売指定店の拡大、県外営業所の総合営業体制

（食肉・青果・茶・加工品等）の構築および海外輸出など販路拡大による販売力を強化

します。 

○ ＪＡ・県連一体型運営方式によるやさい加工センターの設置など農畜産物の加工事業

を拡充し、高付加価値化による収入拡大に取り組みます。 

○ ＪＡ・県連共同運営による青果物販売センターを設置し、市場委託販売の効率化と

直販事業の強化に取り組みます。 

○ 産直グループの育成など産直事業の拡大や新たな契約取引の導入（米・食肉・青果・

でん粉）など契約販売の強化に取り組みます。 

○ Ａコープの新業態「フレッシュファーム」（青果物直売コーナー設置型）の展開など農

産物直売所を中心とした地産地消運動を強化します。 

【コスト抑制対策】 

○ 生産資材事業推進委員会の設置による推奨品目の設定と仕入機能の強化に取り組みま

す。 

○ 施肥・防除アドバイザーや畜産飼料専任担当者の配置、予約積み上げ運動の展開など

ＪＡ指導購買体制を強化します。 

○ 県連の仕入れ機能強化、ＪＡ・県連を通じた物流合理化、奨励金の見直し（奨励体系・

価格折込み）などにより低廉生産資材の供給に努めます。 

○ 低成分肥料や地域未利用資源を活用した低コスト資材の開発・普及に取り組みます。

○ 農家組合員・地域住民の利便性を確保するためＪＡ・県連一体型の新たな業態による

多機能型生産資材店舗を新規に展開します。 

○ 農機事業における重整備体制および土日・祝日のサポート体制を強化します。 

○ 太陽光等新エネルギーの活用による省エネに取り組みます。 
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【農家所得の増大対策】

【鹿児島黒牛の販売指定店拡大】 【やさい加工センター（イメージ）】

【３６５日営業生産資材店舗】

【チェーンストア方式による利便性の高い農業・園芸資材専門店】

①魅力ある品揃え

②地域住民が入りやすく、利用しやすい店舗

③供給促進体制（チラシ、特売品等）

④農産物直売所との併設

⑤土日祝日の営業

コ
ン
セ
プ
ト

収入拡大 

コスト 

抑制 

収入拡大対策

○ 県外ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟの設置 

○ 鹿児島黒牛・黒豚販売指定

店の拡大 

○ 県外営業所の総合営業体制

（食肉・青果・茶・加工品等）の

構築 

○ 海外輸出の促進 

○ やさい加工ｾﾝﾀｰの設置 

○ 市場委託販売機能の強化 

（県域青果物販売ｾﾝﾀｰ設置） 

○ 産直や直販および契約取引

の拡大 

○ ﾌﾚｯｼｭﾌｧｰﾑ（直売所）の展開 

○ でんぷん用新品種の導入 

（食品用ｵﾘｼﾞﾅﾙ商品の開発） 

○ 仕上茶販売力の強化 

（JA と関連会社との事業提携）

コスト抑制対策

○ 生産資材事業推進委員会の

設置（推奨品目の設定・仕入機

能の強化） 

○ ＪＡ指導購買体制の強化 

（予約積み上げ運動の実施） 

○ 広域・多機能型物流拠点の

整備 

○ 生産資材奨励金の見直し 

○ 低コスト資材の開発 

（低成分肥料・地域未利用資源

の活用・自給飼料の生産拡大）

○ 利便性の高い生産資材店舗

の展開 

○ 農機サポート体制の強化 

（重整備・休日） 

○ 大口需要者への実質的な価

格対応 

○ 省エネ器機の導入 

（太陽光等新ｴﾈﾙｷﾞｰの活用）

平成23年度　指定店舗分布図（黒牛）

◎黒牛指定店　578店舗

九州・沖縄

52店舗

中京・東海

93店舗

中国・四国
111店舗

近　畿
109店舗

関　東
46店舗

北陸・甲信越

31店舗

鹿児島
134店舗

北海道・東北

2店舗

100店舗へ
拡大！！

鹿児島
１８４店舗

九州・
沖縄

５２店舗

中国・四国
１１１店舗

近畿
１０９店舗

中京・東海
９３店舗

東北・北海道

２店舗

北陸・

甲信越
３１店舗

関東
４６店舗
関 東

46店舗

①魅力ある品揃え 

②地域住民が入りやすく、利用しやすい店舗 

③供給促進対策（チラシ、特売品等）の実施 

④農産物直売所との併設 

⑤土日祝日の営業 

⑥チェーンストア的運営 
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【営農指導員の育成・確保対策】

○ 指導員育成プログラムを策定し、農家組合員の要望に対応できる営農指導員の育成に

取り組みます。 

○ 県連による営農指導員（園芸）の採用とＪＡへの業務協力派遣制度を創設します。 

○ 営農指導員（養豚・果樹・花き）を広域・県域に再配置し、より効率的な営農指導体

制を構築します。 

○ 土壌・施肥・作物・飼養管理診断、生産販売カウンセリングの実施による生産技術指

導を強化します。 

○ 専門家と連携した経営支援チームを設置し、税務支援、農業経営分析・診断、経営改

善指導など経営管理支援を強化します。 

○ ＩＴ技術を活用した営農指導・経営管理支援を強化します。 

● 主要施策２
営農指導に加え、農家組合員から要望の多い税務支援、農業経営分析などの経営管理
支援を強化します。

ＪＡ営農指導体制 

営農指導員の育成対策

○ 資格認証試験制度による資質向上 

○ 県連施設による受託研修の実施 

○ 県連による品目・階層毎の研修の実施

営農指導員の確保対策

○ 県連採用営農指導員のＪＡへの業務協力派遣 

○ 営農指導員・普及センターＯＢの活用 

○ 一般職員からの指導員人材育成 

○ 営農指導員の広域・県域配置 

事務スタッフ 
（一般事務職員）

営農指導員 

営農指導業務担当職員 

営農指導員の業務に加え、大規模・法人組合員

を含む経営相談機能を担う資格取得者

生産部会員を対象に巡回指導、生産・

販売ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実施し、経営相談機能

を担う資格取得者

組合員への定期巡回を行いな

がら、意見・要望を聴き取り資

格取得者の補佐を担う職員

営農指導専門員 営農指導専門員 

ＪＡ営農指導員・普及セ

ンターＯＢの活用 
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【Ｗｅｂ簿記システムを使った記帳代行と青色申告支援】

【担い手に対する経営管理指導】

中心となる
組合員

共販シェア80％

多様な
担い手

個別面談による指導

研修会等による指導

【ＩＴ技術を活用した営農指導・経営管理支援対策】

地図情報 病害虫情報 

平成 21 年度 作物名 イチゴ合算 野菜生産販売実績検討表(個人） ＪＡ：　 さくらじま

生産者： 仮屋　正夫　　　　　　　　　　 平成 22 年 3 月 現在 グループ名： いちご全体

１．出荷数量実績 1000 (注：評価点方式の場合は、配点に基づき等階級ごとに再計算しているため、精算

/010240/010230/010220/010210/010221/900211/900201/900290/9002度年 05 2010/06 2010/07 2010/08

21 年(㎏) 0.0 0.0 124.5 945.6 1,708.2 3,539.1 3,204.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 年(㎏) 0.0 0.0 283.2 560.9 1,266.1 3,048.9 2,593.5 1,259.1 1,405.2 549.5 0.0 0.0

２．精算金額実績

21 年 精算金額(円） 0 0 162,337 1,107,675 1,529,872 3,152,603 2,706,123 0 0 0 0 0

あなたの実績 平均単価(円） 0.0 0.0 1,303.9 1,171.4 895.6 890.8 844.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

21 年 精算金額(円） 0 1,689 434,561 1,545,607 1,614,760 2,318,938 1,886,018 0 0 0 0 0

部会の実績（平均） 数量（㎏） 0.0 0.8 330.5 1,371.0 1,836.2 2,698.0 2,322.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

単価(円） 0.0 2,252.2 1,314.8 1,127.3 879.4 859.5 812.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

３．反収実績

21 年 (㎏） 0.0 0.0 38.6 293.4 530.0 1,098.1 994.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 年 (㎏） 0.0 0.0 89.9 178.1 402.1 968.2 823.6 399.8 446.2 174.5 0.0 0.0

21 年 (㎏） 0.0 0.2 103.3 428.5 573.9 843.3 726.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 7.1 523.3 1,133.1 1,170.8 2,583.2 2,207.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 7.1 523.3 1,305.5 2,291.1 4,776.0 6,983.8 6,983.8 6,983.8 6,983.8 6,983.8 6,983.8

あなたの目標反収（㎏） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0率成達

４．等階級実績

数量（㎏） 0.0 0.0 105.6 847.8 1,396.2 3,186.6 2,962.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

率 0.0% 0.0% 84.8% 89.7% 81.7% 90.0% 92.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

数量（㎏） 0.0 21.3 11,212.0 51,125.3 57,910.8 102,662.7 91,568.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

率 0.0% 61.7% 73.7% 81.1% 68.6% 82.7% 85.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

数量（㎏） 0.0 0.0 0.0 127.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

率 0.0% 0.0% 0.0% 13.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

数量（㎏） 0.0 0.0 0.0 5,256.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

率 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
部会の中心階級実績

あなたのＡ品実績

部会のＡ品実績

面積（㎡）

3,223

3,149

あなたの中心階級実績

累計（㎏）

単月（㎏）

部会の反収（平均）

あなたの反収

部会の最高反収
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【 マトリックス分析表 】

農協 太郎

生産販売カウンセリング・

経営カウンセリング

牛歩発情発見システム

月別労働時間および、作付け体系 筆数場圃

a052積面

旬下月1年42成平～旬中月21年32成平期時植定ツベャキ春名目品

収穫時期 平成24年5月中旬～平成24年6月上旬

8月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 6月 7月

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

作業内容 10a当り 耕運 施肥・作畦 定植 寄土・肥追寄土・肥追 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 収穫出荷調整

時間 2832.02.02.02.02.04.04.035.02

10ａ合計時間 47.3

（県基準） 97.3

算定基礎 耕運：10ａ当り40分×3回定植：半自動移植機 追肥土寄：２回、10ａ当り24分 病害虫散布：５回、10ａ当り12分 収穫出荷調整：鉄コン 耕運：10ａ当り40分×3回

施肥作畦：10ａ当り30分 　　　　10ａ当り3時間 　10ａ当り5名で１日

　＝38時間

① ○○○-○○ 12月中旬 60 耕運 施肥・作畦 定植 寄土・肥追寄土・肥追 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 収穫出荷調整

218222.12.12.12.12.14.24.281321

◎

② ○○○-○○ 12月下旬 60 耕運 施肥・作畦 定植 寄土・肥追寄土・肥追 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 収穫出荷調整

218222.12.12.12.12.14.24.281321

◎

③ ○○○-○○ 1月中旬 60 耕運 施肥・作畦 定植 寄土・肥追寄土・肥追 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 収穫出荷調整

218222.12.12.12.12.14.24.281321

◎

④ ○○○-○○ 1月下旬 70 耕運 施肥・作畦 定植 寄土・肥追寄土・肥追 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 病害虫防除 収穫出荷調整

14 3.5 21 2.8 2.8 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 266 14

◎

面積
(a)

地番
定植日

(　月　日）
番号

片付け(耕運）

片付け(耕運）

片付け(耕運）

片付け(耕運）

片付け(耕運）

生産工程管理

土壌分析・施肥分析 

全体の整理 内容確認 提出

提出

帳簿・申告書類の作成
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【大規模・法人農家に対する支援イメージ】

【大規模・法人農家対応】 

○ 担い手・法人サポートセンターが中心となった法人農家の声を聴く運動を展開し、

課題解決に向けた事業提案を強化します。 

○ ＪＡ・県連による大規模農家指導班の設置（畜産部門）や法人フィールドマン・グリ

ーンアドバイザーの配置（園芸農産部門）など出向く体制を構築します。 

○ 生販購一貫した事業方式（生産、販売、購買、指導、金融事業が一体となった事業方

式）の仕組みを構築します。 

○ 農機事業において法人担当整備士の育成と重整備センターの機能を強化します。 

○ 法人クラブ（野菜）、パスポートクラブ（果実）、夢創人の会（花き）、後継者クラブ（養

豚）を核とした担い手の育成に取り組みます。 

【新たな担い手・多様な担い手対応】 

○ 行政・農業公社等と連携した新規就農支援（営農塾、就農研修）を実施します。 

○ ＪＡ・県連でのトレーニング施設を活用した新規就農者の育成・支援を強化します。

○ 各種畜産事業方式（肉用牛繁殖経営安定事業・肉用牛肥育経営パイロット事業・養豚

肥育安定事業）による担い手の育成に取り組みます。 

○ 定年帰農者や元気な高齢者等に対するファーマーズマーケット（農産物直売所）を核

とした栽培指導や販売機会の提供に取り組みます。 

 ○ 青年農家が、農業生産基盤を支え、地域の中で活躍できるための強い経営体づくりを

支援します。 

● 主要施策３
出向く体制の構築による大規模・法人農家への対応力を強化するとともに、新たな担い
手や多様な担い手の要望に応える各種支援に取り組みます。

課題解決に向けた事業提案

定例訪問の実施（声を聴く運動）

営農・経営サポート提案

・技術指導 ・経営管理支援 ・労働力斡旋 ・農作業受委託 

・専門的な情報提供 ・資金提案 ・保障提案 ・労災保険対応 

 など 

収入拡大対策・コスト抑制提案

・農地斡旋など規模拡大支援 ・新規作物の提案 ・販売提案 

・土壌分析による施肥コスト抑制  

・資材大口・一括取引等への価格メリット提案 など  

課題の共有化 
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【「新規就農支援システム」のフローチャート】

【多様な担い手へのＪＡによる支援対策】

（ＪＡ全中作成)

・・・

多様な担い手

・・新たな
「多様な担い手」
の参加支援

「担い手経営体」へのステップアップ支援

＜生産支援＞
生産資材店舗等での

接点確保による
・作物栽培指導
・生産資材供給

兼業

農家

ﾍﾞﾃﾗﾝ

農業
者

自給
的

農家

農地

保有
者

市民
農園

利用
者

定年

帰農
者

＜生産資材店舗等＞

＜ファーマーズマーケット等＞

＜販売支援＞

ﾌｧｰﾏｰｽﾞﾏｰｹｯﾄ等で
の販売機会の提供

地域のリーダー農家への

ステップアップ支援

修了

新規就農希望者の相談・研修支援 新規就農者の就農・経営サポート

相談窓口

研修内容

１．農業の実地研修（技術習得） 

２．講義等による基礎知識の修得 

３．農業経営の研修（簿記） 

支援内容の例

１．研修費助成 

２．住居の斡旋等 

３．生活支援 経営サポート（支援）

（農家経営支援事業の実施） 

資金対策

（融資相談、制度資金・ＪＡ資金紹介と融資） 

販売支援

（ＪＡ・県連による販売提案と取引） 

農地確保

（ＪＡ・市町村による農地情報提供や斡旋） 

技術指導

（ＪＡ・普及員による技術指導、部会参加支援）

生活支援

（住宅の紹介、政策支援の活用等） 

ＪＡグループ

県連窓口の設置 

ＪＡ窓口の設置 

市町村

 市町村農業公社 

県の窓口

経営技術課 

 県外事務所（東京・大阪・福岡）

 農業大学校 

 地域振興局 

県の機関

県農業・農村振興協会 

就農・経営サポート就農研修支援

県

域

相

談

機

能

の

連

携

強

化

ＪＡグループ

ＪＡ・経済連 施設型研修・営農塾 

ＪＡバンク  新規就農応援事業

県   営農塾、夜間塾 

市町村・農業公社

体験研修（２日～１週間） 

就農研修（１～２年） 
施設・機械の確保

（機械・施設の取得支援、補助事業の紹介等） 

相談窓口 就農研修支援 就農・経営サポート
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【地域農業ビジョン（イメージ）】

● 主要施策４
農家組合員とともに、農業・農村の将来ビジョンを描き、地域全体で農地・農業を互い
に守り支える「強い農業」の仕組みをつくります。

○ 行政（県）と連携し、県域の農業振興に向けた基本方針・品目ビジョンなど県域営農

ビジョンを策定・提案します。 

○ 行政（市町村）と連携し、県域営農ビジョンや人・農地プラン（市町村が策定する農

業振興計画）を踏まえた地域営農ビジョンを策定、実践します。 

地域営農ビジョン

【農畜産物重点品目の振興計画】
産地育成・品目振興の基本戦略

戦略を具体化するに当たっての重点施策
中心となる組合員の明確化
多様な担い手の役割発揮
地域の特色ある産地づくり

【新規就農対策】

就農準備者と就農者の明確化

【地域営農支援の仕組み】

食の安心・安全の取り組み

農地情報の提供
共同利用施設・労働力確保

など

【ＪＡ事業による支援】

農家経営支援事業の実施

各種事業提案
など

【地域の現状と課題、将来予想】
組合員、農地の動向

地域農業振興の基本戦略

人・農地プラン

【政策支援】
農地集積協力金

青年就農給付金など

【新規就農対策】
就農者の明確化

【土地利用型】
中心的経営体の明確化
土地の出し手の明確化ビジョン

に
反映

地域農業戦略

【生産基盤】
現状と課題、将来予想
基本戦略と重点施策

など
【品目戦略】

現状と課題、将来予想
基本戦略と重点施策
生産・販売計画（数値）

など

見直し

【経済事業における基
本戦略と展開方策】
ＪＡにおける品目別事業

のあり方（畜産・園芸事業）

県域営農ビジョン

【県域方針】
地域営農ビジョン実践

地域営農支援の仕組み
農家経営支援事業実践

など

【品目ビジョン】

現状と課題、将来予想
基本戦略と重点施策
生産・販売計画（数値）

など

【現状・課題・予測】

提案
連携
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【ＪＡグループとしての食の安心・安全確保に向けた取り組み】

【アジア太平洋地域の経済連携の動き】

● 主要施策５
安心・安全な農畜産物を消費者に届ける安心・安全システムの強化に取り組むとともに、
本県基幹作物を支える政策提案とその実現に取り組みます。

○ 「かごしまの農林水産物認証制度（Ｋ―ＧＡＰ）」の普及促進に取り組みます。 

○ 生産履歴記帳の徹底やＪＡグループ鹿児島残留農薬自主検査等を継続実施します。 

○ 各種政策提案や TPP 参加阻止対策に取り組みます。 

生産段階 集・出荷段階 流通

消費者
（食卓）

<ﾌｧｰﾏｰｽﾞﾏｰｹｯﾄ部会> <ﾌｧｰﾏｰｽﾞﾏｰｹｯﾄ>

・適正防除を中心とした生

産履歴記帳運動

・販売戦略に応じた

GAP の取り組み

・残留農薬の

自主検査

・放射性物質

の検査

牛肉・米

トレーサビリティ（追跡可能性）

ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議：21 カ国・地域） 

日本    カナダ 

中国    メキシコ 

韓国    ロシア 

香港    フィリピン 

台湾    タイ 

パプアニュ   インドネシア 
ーギニア 

ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定：11 カ国）ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定：11 カ国）
★ニュージーランド  ★チリ 

☆オーストラリア   ☆アメリカ 

☆マレーシア     ☆ペルー 

★シンガポール    ☆メキシコ、カナダ 

★ブルネイ      （★締結国、参加交渉中） 

☆ベトナム

フィリピン

タイ

インドネシア

☆マレーシア   

★シンガポール   

★ブルネイ    

☆ベトナム

ミャンマー、カンボジア、ラオス 

ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合：10 カ国）

ＦＴＡＡＰ構想 

（アジア太平洋自由貿易圏） 

○ 日本はすでにＴＰＰ参加９カ国のうち、アメリカ・オーストラリア・ニュージーランドを除く

 ６カ国とＥＰＡ締結済み 

○ アメリカはＴＰＰを土台にしながらの対中国包囲網戦略 

○ 中国は、ASEAN＋日本・中国・韓国（ASEAN＋３）、ASEAN＋日本・中国・韓国・オー

ストラリア・ニュージーランド・インド（ASEAN＋６）で中国主導に持ち込みたい。 

小売

・ロット管理 ・食品表示

の確認

・栄養分析

の実施
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